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名　　称 緩衝建築物

技術の内容

　沿道背後地の騒音低減のために遮音上有効な機能を持つ建築物のこと

で、道路沿道に設置した建築物群で、道路交通騒音の遮音を行う

　沿道法では遮音建築物の要件が定められており、沿道法指定地域でその

要件を満たすと、道路管理者が建築費用の一部を負担する。

期待される効果

　間口の長さや連担状況、高さによって遮音効果は異なるが、測定事例で

は、建築物の前面に比べると10～15dB 程度の効果が認められている。

実施例等

　　　　　　　　　　　緩衝建築物の遮音効果（ＬＡｅｑ）

適用の可能性
沿道法指定地区

出　　典 騒音制御Vol.23 No.3
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名　　称 二層式排水性舗装

技術の内容

　排水性舗装はタイヤ溝と舗装面との間に挟まれた空気を舗装内の空隙に

逃がしてやることでタイヤ／路面騒音の発生を抑える効果がある。さらに、

路面表面の平坦性を高めると、タイヤ加振音を低減できるため騒音低減効

果が増す。ただし、小粒径の骨材だけで作られた表層（４～５cm）は耐久

性が不十分である。二層式排水性舗装は、上層骨材粒径を小粒径、下層の

骨材粒径を大粒径とし、騒音低減効果と向上させ耐久性も高い舗装である。

期待される効果

二層式排水性舗装での騒音低減効果は走行速度50km/h で、通常舗装に比

べ施工直後では7.5dB、施工８ヶ月後では4.3dB であった

　

実施例等
図　　二層式排水性舗装のコア

測定点：走行車線中心から 7.5m、高さ 1.2m

図　　一層式、二層式の施工直後での速度別騒音レベル(乗用試験車)

適用の可能性 高速道路、一般道路

今後の課題

　施工例はわずかで、低減効果等の確認が十分に行われていない。今後、

低減効果の持続性、耐久性の確認が必要となる。

　騒音低減効果要因として、骨材粒径に起因する部分と空隙率に起因する

部分を分離し、より低減効果の高い構造の開発が求められる。

出　　典 音響学会講演論文集（2000.3）、舗装Vol.35　No.3

上 層

下 層
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名　　称 多孔質弾性舗装

技術の内容

主成分となる廃タイヤを裁断したゴム粒子をウレタン樹脂で接合した舗

装で、コンクリート舗装に樹脂系の接着剤で張り付けたもの。空隙率は 30

～40％程度。

火災が発生しても一部分しか燃えず、夏場にゴムが溶けることもない。

期待される効果

60km/h の走行速度、舗装厚2～3cm で、従来の舗装に比べて乗用車で10dB

強程度、貨物車で 5～6dB 程度の騒音低減が見込まれる。

（受音点位置：車両走行中心線から7.5ｍ離れた高さ1.2ｍの位置）

実施例等

排水性舗装と多孔質弾性舗装の騒音低減量の比較

排水性舗装と多孔質弾性舗装の吸音率の比較

適用の可能性 高速道路、一般道路

今後の課題
建設省土木研究所で開発中の技術であり、工事費は比較的高い。

騒音低減効果を含めた機能の持続性を調査していく必要がある。

出　　典 建設省技術研究会報告、土木技術Vol.53-4、Vol.54-2
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名　　称 アクティブノイズコントロール（ASE 方式：Active  Soft  Edge）

技術の内容

　騒音に対し同振幅で逆位相の二次音を干渉させることで元の音をうち消

す技術で、一般的には遮音壁と併用する。

　遮音壁上端にＡＳＥセルを複数台設置し、回折音を減少する方式。

期待される効果

低騒音舗装の弱点であった低周波域で消音効果の悪さについて、効果的

な補完が期待できる。

道路交通騒音のような移動音源に対しても、ＡＳＥ方式は有効。

大型車走行（40km／h、80km／h）に対する ASE 遮音壁の減音効果は、ピ

ーク時に通常遮音壁を2～5dB 程度上回る。

実施例等

ASE 方式の構成

測定点：ASE 遮音壁から 2.5m 外側（高さ 0.935m）

大型車走行騒音の低減効果

適用の可能性 自動車専用道路、一般道路

今後の課題

ASE 遮音壁の有効な設置場所の選定

減音効果の向上、装置の耐久性の確認

アクティブ型はメンテナンス、動力が必要であるため、コスト削減も必要

出　　典 騒音制御23-3、騒音制御工学会研究発表会講演論文集（11 年 9月）
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名　　称 ＥＰＭＳ（交通公害低減システム）

技術の内容

　道路上に設置された各種感知器から得られる交通量、車種、騒音、大気

汚染レベル等の情報を解析し、信号制御や交通情報板による警告・情報提

供等の交通管理手法を用いて、交通公害の低減を図るシステムである。

期待される効果

① 居住地域においては、ある一定の速度で無停止走行ができるような信号

制御を行い、停止・加速に伴う騒音を低減させる。

②騒音が高くなった場合には、交通情報板や光ビーコン等活用し、「騒音抑

制中」等の注意喚起を行うととともに、迂回誘導を促し交通量の抑制を

行い、騒音低減を図る。

実施例等

国道４３号線に導入されたＥＰＭＳのイメージ

適用の可能性
市街地の幹線道路

今後の課題

環境悪化地域路線への導入推進

各公害諸量への効果について詳細検証

環境センサーの機能向上と小型化

出　　典



１．現時点で実用可能な技術

①自動車単体対策（車体・エンジン）

②タイヤ騒音対策

③低騒音舗装

④遮音壁

⑤低層遮音壁

⑥新型遮音壁（分岐型）

⑦新型遮音壁（ノイズリデューサー）

⑧高架道路・橋梁のノージョイント工法

⑨高架道路の裏面等への吸音板の設置

⑩緩衝建築物

２．将来的な技術

①二層式排水性舗装

②多孔質弾性舗装

③アクティブノイズコントロール（ＡＳＥ方式）

④ＥＰＭＳ（交通公害低減システム）


